
2024年3月期 第3四半期

決算短信補足資料
2024年2月

証券コード:7164



1

Executive Summary

 決算概要 ⇒ 与信関連費用増加も計画範囲内、通期業績予想は据置
営業収益は保証債務残高伸長に伴い増加したものの、与信関連費用の増加に伴い
営業利益は前年同期を下回った。一方で、受取利息等の増加により、
経常利益は横ばい。四半期純利益は、負ののれん発生益の計上により増益となった

 オーガニック成長 ⇒ 新規実行は前年より増加、保証債務残高を着実に積み上げ
住宅市場が弱含むなか、キャンペーン実施や営業活動量を増加させたことで、
新規保証実行金額は前年同期を上回り推移、保証債務残高は順調に積み上がった

 インオーガニック成長 ⇒ 既存住宅ローン市場からの保証残高獲得
他の保証会社の子会社化や、RMBS購入等、既存住宅ローン市場からの
保証残高獲得に向けたアプローチを継続

 周辺事業への進出 ⇒ CVCを通じたスタートアップ企業への投資
スタートアップ企業への出資・協業による新たな価値創造を目指す取り組みを継続
2024年1月に独自のビジネスモデルを持つスタートアップ企業へ新たに出資した



１．決算の概要

CONTENTS

2．2024年3月期の取り組み進捗
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補足説明

（単位：百万円）

 営業収益
営業収益は、新規保証実行の増加や
保証債務残高の着実な積み上げにより、
319億4百万円と増収となった

 営業利益
与信関連費用は前年同期を上回っているが、
年度計画範囲内で進捗
営業利益は232億24百万円を計上

 経常利益
資産の効率的な運用として、社債やRMBS
購入等に取り組み営業外収益が増加、
経常利益は251億13百万円を計上

 特別損益
第1四半期に発生した負ののれん発生益
など6億54百万円の特別利益を計上

 親会社株主に帰属する四半期純利益
上記の結果180億58百万円となった

2024年3月期 第3四半期 決算サマリー（P／L）

23/3期
第3四半期

24/3期
第3四半期

前年
同期比

営業収益 31,060 31,904 2.7％

営業費用 7,157 8,680 21.3％

うち与信関連費用 1,270 2,275 79.2％

債務保証損失引当金繰入額 1,900 2,717 43.0％

貸倒引当金繰入額 ▲630 ▲442 -

うちその他 5,887 6,404 8.8％

営業利益 23,902 23,224 ▲2.8％

営業外損益 1,185 1,888 59.3％

経常利益 25,087 25,113 0.1％

特別損益 ▲76 654 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 17,330 18,058 4.2％

与信関連費用は計画範囲内で推移、営業外収益の増加により経常利益は横ばいとなった



（単位：百万円）
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2024年3月期 第3四半期 決算サマリー（B／S）

最適なポートフォリオ構築に努めたことから、現預金が減少し投資その他の資産が増加した

資産の部

23/3期末
24/3期

第3四半期末
増減比

流動資産 183,180 135,582 ▲26.0％

現金及び預金 164,959 114,495 ▲30.6％

求償債権 13,537 16,076 18.8％

有価証券 9,227 11,001 19.2％

貸倒引当金 ▲6,743 ▲8,244 -

固定資産 259,765 312,586 20.3％

投資その他の資産 257,964 310,282 20.3％

投資有価証券 227,200 277,065 21.9％

長期貸付金 7,003 10,374 48.1％

長期預金 19,000 18,000 ▲5.3％

資産合計 442,945 448,169 1.2％

負債の部

23/3期末
24/3期

第3四半期末
増減比

流動負債 32,194 28,121 ▲12.7％

前受収益 17,559 17,669 0.6％

債務保証損失引当金 6,145 6,643 8.1％

固定負債 205,131 206,231 0.5％

長期借入金 30,000 30,000 0.0％

長期前受収益 174,719 175,807 0.6％

負債合計 237,326 234,353 ▲1.3％

純資産の部

株主資本 205,701 213,461 3.8％

評価・換算差額等 ▲81 354 -

純資産合計 205,619 213,816 4.0％

負債・純資産合計 442,945 448,169 1.2％



15.4 
15.6 

15.8 15.9 
16.1 

16.3 
16.5 

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

22/6 22/9 22/12 23/3 23/6 23/9 23/12

万

保証債務残高推移
（単位：兆円）
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2024年3月期計画

新規保証実行件数 60,000件

2024年3月期3Q実績 42,718件

保証債務残高 17兆0,000億円

2024年3月期3Q実績 16兆5,255億円

3,661
4,032 3,922 4,115 4,052

4,419 4,411
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住宅ローン新規保証実行金額

新規保証実行金額 前年同期比

2023年3月期

（単位：億円）

※子会社を含む

2023年3月期 2024年3月期

※子会社を含む

2024年3月期

0

 新規保証実行
大手地方銀行をはじめとした銀行業態の利用増加が継続
新規保証実行は、件数および金額ともに前年同期を上回った

 保証債務残高
新規保証実行件数の増加および1件あたり保証金額の上昇により
保証債務残高を着実に積み上げた

1.5兆円（前年度比▲5.8％）

新規保証実行および保証債務残高の状況

市場が弱含むなか銀行業態で当社利用が進み、新規保証実行件数・金額ともに前年同期を上回った

（前年同期比+10.9％）
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（単位：千戸）
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新設住宅着工戸数（持家＋分譲戸建て）

持家 分譲戸建て 前年同期比

2024年3月期

392千戸（前年度比▲7.7％）

※出所）国土交通省 住宅着工統計うち持家および分譲戸建て ※出所）日本銀行 個人向け貸出金

公表時期

未到来

2023年3月期

（単位：兆円）

2023年3月期 2024年3月期

17.0兆円（前年度比▲2.3％）

【参考】 住宅市場および住宅ローン市場

住宅市場は引き続き弱含んでいるが、住宅ローン市場は前年と同程度で推移

 住宅市場
新設着工戸数のうち、持ち家と分譲戸建ての合計は、
住宅価格高騰などの影響を受けて前年を下回り推移した

 住宅ローン市場
住宅価格高騰や低金利環境の影響による1件あたり借入
金額の増加もあり、新規貸出金額は前年と同程度で推移

（前年同期比▲10.1％）
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代位弁済金額※1・代位弁済率※2

（単位：億円）

求償債権回収金額※1 ・担保処分回収率※2

（単位：億円）

※1 2023年3月期より子会社を含む
※2 民間金融機関住宅ローン保証における担保物件の売却（任意売却・競売）による回収割合

※1 2023年3月期より子会社を含む
※2 代位弁済金額/期初保証債務残高
※3 代位弁済金額は第3四半期実績（累計）を3分の4倍して算出

2024年3月期計画

代位弁済金額 11,800百万円

2024年3月期3Q実績 8,904百万円

求償債権回収 8,815百万円

2024年3月期3Q実績 5,757百万円

 代位弁済金額
保証債務残高に対する代位弁済金額の割合（代位弁済率）は、
コロナ禍で底をうち、その後も低い水準で推移している

 求償債権回収金額
都市部を中心とした不動産価格の高騰に伴い、担保処分による回収率は
高い水準を維持している

計画計画

代位弁済金額および求償債権回収の状況
代位弁済率に上昇傾向は見られず、求償債権の回収率は高い水準を維持している

※3
（年率換算）



8

※出所）厚生労働省
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【参考】 失業率・有効求人倍率および企業倒産件数
代位弁済と相関関係にある失業率に大きな変化はないことから、代位弁済の急激な増加は見込んでいない

 失業率、有効求人倍率
人手不足の状況が継続しており、失業率・有効求人
倍率において悪化の兆候は見られない

 企業倒産件数
コロナ融資関連や物価高などの影響により、企業倒産
件数は前年対比で増加傾向にある
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 変動金利の見通し
変動金利に影響を与える短期プライムレートは、大幅な政策
金利の変更がない限り、急激な上昇は見込まない

 金利上昇による返済額の増加【図1】
借入金額3,000万円で、金利0.5％上昇時の毎月返済額
の増加額は、0.7万円程度。返済に与える影響は少ない

 125％ルールによる返済額の増加抑制【図1】
変動金利型住宅ローンは、返済額の上限を1.25倍とする
特約条項が定められているケースが多いことから、直ちに返済
不能になる可能性は低い

金利上昇時の毎月返済額の変動イメージ

借入条件

借入金額：3,000万円 返済期間：35年
変動金利：0.5％ 返済方法：元利均等返済

適用金利 上昇幅 毎月返済額 増加額

0.5％ ±0.0pt 7.7万円 －

1.0％ +0.5pt 8.4万円 +0.7万円

2.5％ +2.0pt
9.7万円

※125％ルール適用
+2.0万円

【図1】

【参考】 金利上昇が与える影響

与信関連費用に与える影響

営業外収益に与える影響

 運用利回りの向上
金利上昇により、運用利回りが向上し営業外収益の
増加につながる

保証債務残高に与える影響

金利上昇が与信関連費用に与える影響は少ない、一方で金利上昇は当社にポジティブな要素あり

 住宅ローン市場の活性化
低金利環境下で収益性の観点から住宅ローンの取り組み
姿勢を自然体としていた金融機関が、金利上昇により再び
積極的に推進することで住宅ローン市場が活性化する

 外部保証ニーズの高まり
住宅ローン市場が活性化するなかでリスク分散の観点から、
金融機関が外部保証（全国保証）を利用するニーズが
高まる
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業績予想の前提

保証債務残高 17兆0,000億円

新規保証実行件数 60,000件

代位弁済金額 11,800百万円

求償債権回収 8,815百万円

主要計数

一株当たり当期純利益 428.53円

一株当たり配当金 170円

ROE 13.7％

（単位：百万円）

23/3期 24/3期 前期比

営業収益 50,272 53,000 5.4％

営業費用 10,387 12,700 22.3％

うち与信関連費用 2,073 3,400 64.0％

債務保証損失引当金繰入額 2,861 3,700 29.3％

貸倒引当金繰入額 ▲787 ▲300 -

うちその他 8,314 9,300 11.9％

営業利益 39,884 40,300 1.0％

経常利益 41,456 42,500 2.5％

親会社株主に帰属する当期純利益 28,584 29,450 3.0％

業績予想
与信関連費用が増加しているが期初想定範囲内に収まると予想、業績予想は期初発表数値を据え置く



１．決算の概要

CONTENTS

2．2024年3月期の取り組み進捗
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基幹事業の
拡大

周辺事業への
進出

企業価値の
向上

新規住宅ローン市場での
保証事業拡大（オーガニック成長）

既存住宅ローン市場からの
保証残高獲得（インオーガニック成長）

案件獲得チャネル拡大

他社との協業、M&A

サービサーの業容拡大

資本活用政策の実施

ESG諸課題の解決

中期経営計画 基本方針中期経営計画
2023.4～2026.3

Next Phase～成長と価値創造～

ビジョン

更なる成長と価値創造を実現する

「住宅ローンプラットフォーマー」

を目指す

中期経営計画進捗（2024年3月期の取り組み）
2023年4月に新中期経営計画を発表、各種取り組みについて計画どおり実行している
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新規住宅ローン市場での
保証事業拡大

（オーガニック成長）

既存住宅ローン市場からの
保証残高獲得

（インオーガニック成長）

新規住宅ローン市場での保証事業拡大（市場規模19兆円）

既存住宅ローン市場からの保証残高獲得（市場規模190兆円）

実績は次ページ

基幹事業の
拡大

基幹事業の拡大に向けた取り組み

 ２つのキャンペーンを実施
4月より実施している「子育て世代応援キャンペーン」に加えて、
例年ご好評いただいている「住宅ローンキャンペーン」を11月より
実施、銀行業態を中心に当社利用が増加した

 金融機関向けに商品説明会・相談会を開催
前年度までは、コロナ禍の影響から開催数が減少していたが、
当年度は積極的に開催数を増やし、当社利用増加を図った
※3Q累計開催数 1,485回（前年同期 497回）

 金融機関のリスクの外部移転や経営合理化を目的とした子会社保証会社の売却等
のニーズが増加、金融機関の課題解決に向け提案活動を実施した

 保証債務残高獲得と同様の効果をもたらすRMBS等の購入を実施した

オーガニック成長、インオーガニック成長ともに各種取り組みを着実に実行した
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2024年3月期
既存住宅ローン市場からの獲得実績

※1 住宅ローン貸出残高は住宅金融支援機構「業態別の住宅ローン新規貸出額及び貸出残高の推移」を基に当社にて算出
※2 RMBS等は、裏付債権額を記載
※3 RMBS購入等には、投資用マンションローンも含む

住宅ローン貸出残高※1

約210兆円

新中期経営計画における
取り組みによるシェア獲得
19兆円/10.0％

民間金融機関
住宅ローン貸出残高※1

約190兆円

中計開始時の
当社シェア

16兆円/8.3％

手法 獲得実績

株式取得（子会社化） 344億円

RMBS購入等※2※3 1,970億円

合計 2,314億円

保証債務残高とRMBS等の
裏付債権額の合計

・・・

（兆円）

0

保証債務残高（単体）

16.1

0.7

既存住宅ローン市場における
シェア拡大を目指す

 金融機関のリスク移転のニーズなどから、
獲得の機会は増加している

既存住宅ローン市場からの保証残高獲得
インオーガニック成長として掲げている今期計画4,000億円に対して2,314億円を獲得

基幹事業の
拡大
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【参考】RMBS等の購入等に関する取り組み

当社にとってRMBS等の購入は信用保証と同義、金融機関ニーズも増加している

※リスクを劣後受益権に集約し外部へ売却することでリスクアセットの削減効果あり

1,000
億円

優先受益権

900
億円

劣後受益権

100
億円

当社は保証債務
1,000億円に対する
リスクを負う

金融機関は信用リスク
を保証会社に移転※

1,000
億円

住宅ローン 住宅ローン

当社は裏付債権1,000億
円に対するリスクを劣後受益
権の範囲内で負う

リスクを負うスキームであり、
当社にとって信用保証と同義

住宅ローン債権
を優先・劣後に
区分※

金融機関は投資
家にリスクを移転

RMBSなど

※信用格付A-以上の会社の保証によりリスクアセット削減効果あり

信用保証の場合 RMBS購入の場合

基幹事業の
拡大

当社が保証し対価
として保証料を受領
（営業収益）

当社が劣後受益権を購入、
対価として利息等を受領
（営業外収益）

【リスク】

【収益】

【証券化】 【リスク】

【収益】
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案件チャネル拡大

協業、M＆A・投資

グループ会社活用

 不動産検索サイトや不動産会社など、様々な業態から案件を受付できる
住宅ローンプラットフォームを構築

 上記の仕組みを利用し、物件検討前に借入可能額が把握できるサービスを提供、
同サービスの2023/4～12までの利用実績は合計6,413件

 グループ会社を活用し、外部からの債権管理回収業務の受託を進める

 業務効率化の需要の高まりや、経済環境の不透明さから、サービサー需要の
増加を見込む

 CVC （コーポレートベンチャーキャピタル）を通じて、独自のビジネスモデルを
有するスタートアップ企業に出資

 出資先企業との協業を開始、今後も新たな事業創出を目的とし、
スタートアップ企業との連携に向けた取組みを継続させる

実績は次ページ

周辺事業への進出に向けた取り組み
更なる成長のため、当社グループの強みを活かし、収益源の多様化を図る

周辺事業へ
の進出
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ファンド名

全国保証イノベーション投資事業有限責任組合

組成年 2023年

無限責任組合員 Spiral Innovation Partners LLP

有限責任組合員 全国保証株式会社

ファンド規模 50億円

投資期間 10年

投資領域 フィンテック、不動産テック、住生活関連サービス等

【参考】CVCを通じたスタートアップ企業への出資
中長期的な未来を見据えて成長性のある幅広い事業分野に投資を行う

周辺事業へ
の進出

【CVCファンドの概要】

【出資先】

【投資目的】

フィンテック

不動産テック 住生活関連

 独自のビジネスモデルを持つスタートアップと連携すること
で、信用保証の審査だけでなく、住宅探しの段階から居住
開始後まで総合的なサービスを提供していく住宅ローンプ
ラットフォームを構築する

2023年8月出資 2024年1月出資
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資本活用政策の実施

成長投資と株主還元の着実な実行

ESG諸課題の解決

人的資本への投資

成長投資は計画どおりに実行、ESG課題の解決は人的資本への投資を中心に取り組んだ

企業価値の
向上

 成長投資は計画どおり実行しており、今後も基幹事業の拡大、周辺事業への
進出に向けた取組みを継続していく

 株主還元については、配当性向の段階的な引き上げと、
成長投資の未使用部分について機動的な自己株取得を実施する予定

 次世代リーダー育成のため、サクセッションプランの運用

 階層別従業員研修など各種研修の実施

 eラーニングを活用した自己啓発支援の実施

 従業員満足度、エンゲージメント調査の実施

企業価値の向上に向けた取り組み

TCFD提言への対応

 TCFD提言に基づき物理的リスクのシナリオ分析を実施

実績は次ページ

実績は次ページ
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人的資本への投資や、TCFD提言への対応を実施した

企業価値の
向上

【参考】ESG諸課題の解決に向けた取り組み

人的資本への投資 TCFD提言への対応

 会社・職場・仕事に対する満足度、エンゲージメントの
状況を把握するための調査を定期的に実施

 従業員の状況や希望するキャリアビジョンの把握に努める
ことで従業員満足度の向上を図り、働き甲斐のある
職場環境の実現に取り組んでいる

 今年度の社員意識調査における総合満足度は4.67点
で前回を上回った（2021年調査比＋0.26pt）

 当社の住宅ローン保証先を対象に、IPCCのRCP8.5
シナリオ等を踏まえ、大規模な洪水発生時の保証委託
者の担保不動産価値および返済能力への影響を推計
し、与信関連費用の増加に関するシナリオ分析を実施
した

想定災害 大規模な洪水の発生

採用シナリオ IPCC報告書におけるRCP8.5（4℃シナリオ）

時間軸 2050年

分析対象 住宅ローンの保証先の担保物件

分析方法

担保物件所在地とハザードマップを重ね合わせ、

大規模洪水が発生した場合、保証委託者の

担保不動産価値および返済能力への影響を

推計し、与信関連費用の増加額を算出

分析結果
2050年までの与信関連費用増加額は最大

100億円程度

0.6%

5.1%
7.0%

33.2%

24.6%
26.5%

2.9%

非常に不満 不満 やや不満 ふつう やや満足 満足 非常に満足

総合満足度※(平均値)：4.67点

不満感（12.7％）＜ 満足感（54.0%）

※7点満点の平均値、正社員、嘱託写真、パート社員を対象（出向者含む）

社員意識調査



免責条項および将来見通しに関する注意事項

免責事項

この資料は投資家の参考に資するため、全国保証株式会社（以下、当社）の現状をご理解
いただくことを目的として、当社が作成したものです。

当資料に記載された内容は、2024年2月5日現在において一般的に認識されている経済・
社会等の情勢および当社が合理的と判断した一定の前提や当社独自の判断に基づいて作成
されておりますが、経営環境の変化等の事由により、予告なしに変更される可能性があります。

将来見通しに関する注意事項

本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking 
statements）を含みます。これらは、現在における見込み、予測およびリスクを伴う想定に基づく
ものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んでおります。

それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動と
いった一般的な国内および国際的な経済状況が含まれます。

今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社は、本発表に含まれる
「見通し情報」の更新・修正をおこなう義務を負うものではありません。




